
第７回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表
計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

法令及び当社定款第17条の規定に基づき、上記の事項につきましては、インターネット
上の当社ホームページ（https://www.casa-inc.co.jp/ir/）に掲載することにより、株
主の皆様に提供しております。

株式会社Ｃａｓａ



連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　１社
・主要な連結子会社の名称　　　株式会社ＣＯＭＰＡＳＳ
　当連結会計年度より、株式会社ＣＯＭＰＡＳＳは新たに設立したため、連結の範囲に含めております。

(2) 持分法の適用に関する事項
　該当事項ありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券
時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま
す。
時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　　３～15年
その他　　　　　　　　４～15年
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ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法
を採用しております。

ハ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
　従業員の賞与の支出に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上し
ております。

ハ．債務保証損失引当金
　賃料保証に係る損失に備えるため、滞納率等を勘案し、損失負担見込額を計上しております。

④　のれんの償却方法及び償却期間
その効果が発現する期間を個別に見積り、償却期間を決定した上で均等償却しております。

⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税は発生連結会
計年度の期間費用としております。
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２．連結貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 145,989千円

(2) 保証債務
賃料保証による債務保証は、次のとおりであります。

賃料保証による保証債務相当額　　　　　　　　　　79,532,755千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 11,072,000株

(2) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１ 株 当 た り
配 当 額 （ 円 ） 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 1 9 年 ４ 月 2 4 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 270,090 26円00銭 2019年１月31日 2019年４月25日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2020年４月23日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 285,660 28円00銭 2020年１月31日 2020年４月24日

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数

普通株式 1,341,500株
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４．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
　① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、必要資金を自己資金で賄っております。なお、投機的な取引は行わない方針であり、
デリバティブ取引は行っておりません。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制
　営業債権である売掛金及び未収入金は、不動産管理会社、集金代行会社及び賃借人等の信用リスクに晒
されております。当該リスクについては、取引相手ごとの期日管理及び残高管理を行うことによって、回
収懸念の早期把握や軽減を図っております。
　求償債権は、賃借人の信用リスクに晒されております。当該リスクについては、取引履歴を蓄積し、独
自の審査システムを構築することで、信用リスクの定量的な把握・管理を行っております。
　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式及び資本提携を目的とした株式であり、時価のある
株式については市場価格の変動リスクに、時価のない株式については投資先の信用リスクに晒されており
ますが、定期的に市場価格や投資先の財務諸表等を把握し、当該企業との関係勘案して保有状況を継続的
に見直しております。
　未払法人税等は、そのほぼ全てが２ヶ月以内に納付期限の到来するものであります。未払法人税は、流
動性リスクに晒されております。当該リスクは、各部門からの報告等に基づき、支払に係る情報を把握
し、財務課が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、現金及び預金残高を勘案して管理しておりま
す。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価に関する事項
2020年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（「（注）
２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品」をご参照ください。）

連結貸借対照表計
上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

① 現金及び預金 2,824,905 2,824,905 －

② 売掛金 1,293,073

貸倒引当金(*1) △123,253

1,169,819 1,169,819 －

③ 未収入金 846,978 846,978 －

④ 求償債権 3,117,737

貸倒引当金(*2) △1,703,556

1,414,181 1,414,181 －

⑤ 投資有価証券 85,860 85,860 －

資産計 6,341,744 6,341,744 －

① 未払法人税等 493,258 493,258 －

負債計 493,258 493,258 －
(*1)売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
(*2)求償債権に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項
資　産
① 現金及び預金、② 売掛金、③ 未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。
④ 求償債権

求償債権については、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を控除した金額に近似している
ことから、当該帳簿価額によっております。
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⑤ 投資有価証券
投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

負　債
① 未払法人税等

未払法人税等は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
  （単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 59,620
非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、上表には含めておりません。
当連結会計年度において、非上場株式について62,000千円減損処理を行っておりま

す。

（注）３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額
(単位：千円)

1年以内 1年超
5年以内

1年超
10年以内 10年超

現金及び預金 2,824,905 － － －

売掛金 1,293,073 － － －

未収入金 846,978 － － －

合計 4,964,956 － － －
求償債権は、回収日が確定していないため、上表には記載しておりません。

５．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たりの純資産額 647円70銭
(2) １株当たりの当期純利益 90円49銭

６．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
・市場価格のあるもの　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し

、売却原価は移動平均法により算定）
・市場価格のないもの　移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した
建物附属設備については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物附属設備　　　　３年～15年
工具、器具及び備品　４年～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、
社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法によっておりま
す。
のれんは、その効果が発現する期間を個別に見積り、償却期間を決定し
た上で均等償却しております。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与の支出に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度
に負担すべき額を計上しております。

③　債務保証損失引当金　　　　　賃料保証に係る損失に備えるため、滞納率等を勘案し、損失負担見込額
を計上しております。
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(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理　　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当事業年度
の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

３．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 145,989千円

(2) 保証債務
　賃料保証による保証債務は、次のとおりであります。

賃料保証による保証債務相当額 79,532,755千円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
短期金銭債権 1,000千円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引以外の取引高 6,844千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 869,846株
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６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 27,437千円
前受金 1,267,615千円
賞与引当金 39,468千円
貸倒引当金 559,369千円
債務保証損失引当金 35,118千円
投資有価証券評価損 18,984千円
その他有価証券評価差額金 4,314千円
その他 134,384千円

繰延税金資産小計 2,086,692千円
評価性引当額 △49,183千円
繰延税金資産合計 2,037,508千円
繰延税金資産の純額 2,037,508千円

７．関連当事者との取引に関する注記
役員及び個人主要株主等

種　類 会社等の名
称又は氏名

議決権等の
所有(被所有)
割合(%)

関連当事者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

(千円) 科　目 期 末 残 高
(千円)

役　員 宮地　正剛 被所有
    5.31

当社代表取
締役

新株予約権
の行使(注) 24,000 － －

取引条件及び取引条件の決定方針
(注)　当事業年度のストック・オプションの権利行使による払込金額を記載しております。

８．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たりの純資産額 648円60銭
(2) １株当たりの当期純利益 91円39銭

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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